
 

第２回介護現場のあり方検討部会 議事録 

 

（次第） 

１ 開会 

２ 第１回介護現場のあり方検討部会での提言を受けた今後の方向性 

（１）介護人材の確保・育成に向けた取組の検討 

（２）地域住民等で行う支援と、専門職でないと行うことができない支援の整理 

（３）介護現場の生産性向上に係る市の取組の検討 

（４）自立支援・重度化防止に向けた取組のあり方 

３ その他 

 

１ 開会 

 

【進行：介護給付・認定担当課長】 

これから第２回介護現場のあり方検討部会を始めます。議事に入るまでの間、高齢介護課

の林が司会を務めさせていただきます。 

改めまして、皆様、今日はお忙しい中御出席いただきありがとうございます。 

 議題に入る前に、委員に交代がありましたので、紹介申し上げます。資料１の委員名簿を

御覧ください。３番の西湘地区介護老人保健施設事務連絡協議会ですが鈴木様の後任で樋永

様に交代となっております。樋永様から御挨拶をいただければと存じます。 

（樋永委員 挨拶） 

 

【進行：介護給付・認定担当課長】 

ありがとうございました。 

本部会につきましては、部会員数４名のうち、４名が出席しているため、 委員会規則第５

条第２項の規定の定足数に達しているため、会議は成立しています。 

 

日 時 令和７年（2025年）10月２日（木） 午後２時 30分から４時 30分まで 

場 所 小田原市生涯学習センターけやき視聴覚室 

出席委員 
◎露木昭彰部会長、〇山本玲子委員、樋永一郎委員、川井悠司委員 

（◎：部会長、○：職務代理者） 

欠席委員 なし 

事務局 

高齢介護課長、介護給付・認定担当課長、高齢介護課副課長（事務取扱：地域包

括支援係長）、高齢介護課高齢者福祉係長、同地域包括支援係長、同介護給付係

長、その他関係職員 

その他 別紙のとおり 

傍聴者 なし 
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また、本日の傍聴者数は、ゼロであります。 

それでは、これより本日の議事に入りますので、議事進行を露木部会長にお願いしたいと

存じます。 

 

２ 第１回介護現場のあり方検討部会での提言を受けた今後の方向性 

 

【露木部会長】 

皆さん、こんにちは。露木でございます。本日もよろしくお願いいたします。 

それでは、お手元の資料に沿いまして議事を進めてまいります。次第の２、「第１回介護現

場のあり方検討部会での提言を受けた今後の方向性」のうち、「（１）介護人材の確保・育成

に向けた取組の検討」について、事務局から説明を求めます。 

 

【事務局：介護給付係長】 

お手元の資料２、（１）介護人材の確保、育成に向けた取り組みの検討を御覧ください。

前回、第１回のこの部会で御提言をいただきました事柄を左側に、それに対しての方向性の

案を右側に記載させていただいております。 

 まず１つ目、外国人介護人材の導入、これについての施策を、川井委員から、市は力を入

れた方がいいのではないかという御意見をいただきました。 

こちらについては、大規模な補助制度、補助金をたくさん出すようなものは難しさがある

中で、外国人人材の雇い入れ、あるいは雇った事業者がこれを継続していくことに向けて、

各事業者でそれぞれ取り組んでらっしゃるところは多くあると思うのですけども、その中で

も、市が取り組むべきこと、取り組むことが効果的であるようなものについて、御意見をい

ただければと思いますので、後ほど皆さんから御発言いただければと思っております。 

 次に、（２）（３）（４）でございます。 

（２）高齢者の活用について、シニア層、退職者層を介護職へと誘導していくような仕組

みづくり、サポート役として新しい役割を作っていってはどうかといった御提言がありまし

た。 

（３）潜在的労働力の顕在化について、今は現場で働いていないけれど資格を持っている

方の掘り起こし、復帰促進といって御提言をいただきました。 

 （４）要支援、要介護者の役割化、いわゆるピアサポートです。当事者だからこそできる

ことという目線での役割を作っていくといったような御提言いただきました。 

 この（２）、（３）、（４）について、いずれもとても良いことだと思っております。手法に

ついてそれぞれ考えていきたいのですが、なかなか全部を並行してやっていくのは難しいか

と思っております。 

そこで、検討事項のところに記載していますが、事務局としては、これから進める専門職

の方以外の担い手による介護予防日常生活支援総合事業の実施という観点からも（２）高齢

者の活用というところに力点を置いて検討していきたいと思っていますが、その辺りについ

て御意見を承れればと思っております。 
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事務局からの説明は以上です。 

 

【露木部会長】 

ありがとうございます。では、ここまでの間で御質問ある方いらっしゃいますか。 

 

【川井委員】 

グループホーム小規模多機能連絡会の川井です。今日はよろしくお願いします。 

外国人の補助制度が困難なのはわかるんですけど、この（２）、（３）、（４）で言った時の

予算は結構ない感じですか。 

結局、何もお金がないままやるってことは、人をボランティアのような形でやるような提

案しかできなくなってくるので、先にそこだけ確認させていただきたいなと思いました。 

 

【事務局：介護給付係長】 

予算ですけれども、今の時点でこれぐらいの予算だったら新しく捻出できそうだというの

が残念ながらありません。今、市の財政は、非常に厳しい状況にあります。 

１番いいのは、既存の国・県の補助メニューが使えるようなものだったら１番良いのかと

思います。あるいは、市の今やっている事業のやり方を変えてお金を捻出するやり方、ある

いは川井委員が今おっしゃったようなゼロ予算の事業のような、現実的にはそういった苦し

いところはあります。 

 

【露木部会長】 

何かにつけてお金はないですもんね。そうですね。 

その他いかがでしょうか。 

 

【樋永委員】 

これはちょっと質問として正しいかどうかわからないのですけれども、（１）外国人材の

活用ですけど、うちの方も何度か検討したのですけれども、その中で、住居を用意してくだ

さいっていうことはあるのですよね。私ども、大きな法人じゃないものですから、社員寮み

たいなものも、ないに等しいんですけれども、そういったものを、例えば小田原市が提供し

てくれるようなことはできるんですかね。 

 いろいろ制度だとか問題があるとは思うのですけれども、例えば市営住宅を提供してくれ

ることは可能ですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

実は、この部会が立ち上がる前の段階でそういったような御意見を川井委員さんからもい

ただいております。 

 

【川井委員】 
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やり尽くしました。そうなんです。 

 

【事務局：介護給付係長】 

市営住宅に関しましては、市営住宅の管理部門と話し合いを市の中で行いまして、外国人

の介護業界の方の受け入れのために使うことは、それは良いという判断までは至りました。 

 一方で、難しさが出てしまいましたのが、新しく来られる方のために全部中をリフォーム

というか、原状回復して、次の方にも原状回復してというところの予算です。 

 実は、市営住宅は、エアコンの関係であるとか風呂釜の関係であるとか、設備類が難しい

ところがありまして、その辺りを試算していきますと、それが何十万単位という金額になっ

てくるのです。 現実的には、先ほど費用面の話がありましたけど、そこがネックになって

予算化に至っていない状態です。 

 一方で、今やっていますのが宅建協会さん、不動産屋さんの団体さんと市で協定を結びま

して、事業者さんがお家を探しているという時には、市に情報もらったら市が宅建協会に流

すと。宅建協会に加入のお店全部にその情報が行ってですね、「こういったところだったら

紹介できますよ」というのが事業者さんに行くというような仕組みは作りまして、今年度運

用がされていて、すでに実績もある程度出ています。 

 

【樋永委員】 

ありがとうございます。 

 

【露木部会長】 

では、ちょっと１つずつ行きたいのですけども、まず皆様にお伺いしたいんですけども、

１つ目の外国人人材、介護人材の導入検討に関してなんですが、ここに書いてあるように、

まず雇い入れという点と、雇い入れた後に継続するっていう点と、２つに分けて考えた方が

いいのかなと思っております。 

まず雇い入れですよね。どうやって入れていくのかに関しては、これ、川井さんルートも

あれば、例えば施設とかがその手続きを踏めば、雇い入れることは、流れは作れると。で

も、施設側が雇いたいって思うかどうかっていうのが１つハードルになる。 

 

【川井委員】 

先ほど言われたように、多分予算の話が出てくるので、市営住宅を使いたいっていうの

は、低予算で外国人を雇いたいっていうのがまず大前提あったと思うのですけですが、結局

宅建の話になって、一般の住宅が探せないのが、探せるはオッケーですけど、予算の部分で

言ったら、探して上がってきた金額が、じゃあ８万円のアパートだったってなると、ちょっ

と高くなっちゃうとかっていう問題は一方であって、結局その問題っていうのは、人件費が

だいぶ、広告費も含めて圧迫していますから、何の解決策にもならないっていうのは、お金

の部分で言ったら多分そこはあると思います。極論ですけど、お金があれば雇えるっていう

イメージです。 
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【露木部会長】 

ちょっと私わからないので教えてもらいたいのですけど、外国人人材の雇入れの際には、

住まいは施設が用意するものですか。 

 

【川井委員】 

技能実習生はそうです。特定技能は、原則決まりはないです。ただし、技能実習をやって

いた方たちがほぼほぼなんで、そういう制度上で乗っかってきた子たちで、そういう仕組み

でない法人は選ばれないです。 

あなたたち勝手に決めて勝手に探して、自分たちで払いなさいは全然施設側は問題ないで

すけど、それだと特定技能の子たちは来ない、もしくは継続しないっていうのが、もうわか

りきったわけです。 

 

【露木部会長】 

外国人人材を雇い入れるために１番大きな障壁となるのは、住まいの負担ですか。 

 

【川井委員】 

一方で、これは障がいの方もそうですけど、外国人や障がい者をオーナーさんはちょっと

毛嫌いするところがあるので、すんなりはいかないです。 

 

【露木部会長】 

オーナーさんが貸してくれるかどうかですか。 

 

【川井委員】 

貸してくれるかどうかです。大体、費用負担っていうのは、例えば５万円の家賃だったら

半分ぐらいになりますので、２万 5000円は法人の経費となります。 

そこも含めて手取り額で彼らは見てくるので、より手取りが大きい、要は総支給より手取

りが多いところに行く、今の流れは。最低賃金が昨日上がりましたけど、神奈川、東京はも

ちろん賃金が高いので人気が高い。地方がそれは雇いにくい。小田原はなんとか今は雇いや

すい状況。 

 

【露木部会長】 

例えば市にお願いするとなれば、よその市だとその辺の補助を出しているから雇い入れや

すいとか。 

 

【川井委員】 

そうですね。家賃補助を出しているところもあります。 
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【露木部会長】 

 小田原は出せないですか。 

 

【川井委員】 

 出せないですよね。 

 

【事務局：介護給付係長】 

最初にお話ししているのは、この大規模な補助制度のようなものが困難というところにな

ってきてしまいます。 

 

【露木部会長】 

お金は出せません、難しいとなると、まず雇入れに関して、１つ、その家賃の負担の問

題。これは市がお金は出せません。 

２つ目が、オーナーが貸してくれるかどうかの問題もあります。 

 

【川井委員】 

こちらの方は宅建協会さんと組んで探してもらう依頼をかければ、通常に探すよりは探し

やすいような状況にはなっていると思います。 

 

【露木部会長】 

となると、ここはじゃあそれでクリアみたいな感じ。 

 

【川井委員】 

費用面のところはクリアではないですし、実際どうですか。やってみて、宅建さんに頼ん

で、１、２週間でポンって出てきてっていう風な流れになっていれば、いいと思います。 

 

【事務局：介護給付係長】 

宅建協会の協定に基づく紹介は、今日具体の数字は持ってこなかったのですけど、私の記

憶だと、５事業所ぐらいは紹介の希望があって、紹介まではできているというふうに宅建協

会からは聞いていたかと思います。 

 

【露木部会長】 

５事業所っていうのは、どっち側の事業所ですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

介護事業所です。 

 

【川井委員】 
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そこは情報がうまく発信できていて、５事業所あっただけでも僕はすごいなと思ったので

すけど。そこはいい流れですよね。 

 

【露木部会長】 

宅建協会側からいわゆる貸してもいいよっていうのも追いついているのですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

はい。一応宅建協会さんの方に紹介できたかできなかったか教えてくださいっていうの

は、任意の話ではあるのですけどお願いしていて、紹介もしましたっていう情報は来ていま

す。成約したかどうまでかは追えていないです。 

 

【露木部会長】 

わかりました。まず、その雇入れに関して、今の２点ですけども、他に何か我々として考

えられる、市にお願いしたいこととか。 

 

【川井委員】 

ちょっと他の話で申し訳ないですけど、技能実習になると管理団体をつけなくてはいけな

いので、そこの大体費用が平均で今４から５万だと思います。要するに管理費として払うの

が毎月４から５万あります。そこに家賃が、２万 5000円かかってくると。６から７万円は

１人雇うのにプラスアルファがかかると。やはり経営者側は乗り込めないというのは多いと

思います。 

 

【露木部会長】 

なるほど。お金の話をしたら、もう、終わりですもんね。お金の話を、お金を出してくれ

ということをこちらが言ったとしても、市としては、そこは対応には入れられない。 

 

【事務局：介護給付係長】 

なかなか苦しさがあります。おそらく、予算要求を行った場合予算がつくかというと、非

常に難しさがある状況かと思っています。 

 

【露木部会長】 

では、それ以外のことをここではひねり出すみたいな感じですかね。 

 

【山本委員】 

これがすごく大きな社会の課題だっていう風に捉え直すことが大事だと思っていて。外国

人の人に助けてもらわないと本当に成り立たないって特に大きな視点です。クラウドファン

ディングとか。 

 



8 

 

【露木部会長】 

誰がクラウドファンディングを出すかですかね。 

 

【山本委員】 

突拍子もないこと言ってすいません。ただ、それぐらい大きな課題なのだと、誰が発信を

して誰が管理するかっていうこともなくて、言っています。今でもそれぐらいのことだよ

ねって言って、みんながお金を出し合えるっていうのは。 

危機じゃないですか。誰でもやってくる介護の課題に関して。ただ、もちろん、みんな

介護保険料も払っているし、税金も納めているし、その上でさらにという感覚がどうなのっ

ていうのはあるけれど、それを、では誰にどういう風に払ってくのかっていうことも何も考

えなくて言っているのですけど。 

 

【川井委員】 

応援してくれた人に何を返すか。 

 

【山本委員】 

発信をどうしていくかとかも、何も考えなくても言っているのですけど。市からはもう出

せないって言っているのなら、皆さんからいただくっていう。 

 

【露木部会長】 

お金をどこから調達するかという話ですけど。となると、１つお金の話をこのまま続ける

のか、お金以外のことを続けるのかになるとは思うのですけど。 

 

【川井委員】 

お金以外のところもあります。感覚的な話で申し訳ないのですけど、県西地区は外国人を

受け入れている事業者は少ないと思っていて、それは市民の性質なのかわからないですけれ

ど、外国人に対する、イメージがどんどん悪くなっているのですよね。 

そこに来て、もともと外国人を雇っていないから、もっと閉塞的に後ろ向きに考えていく

のではないかなというところは、打破しないといけないかなと思っています。 

例えば取り組みが、全国的にやっているところがあって、子供食堂あるじゃないですか。

それを外国人がやっているところがあるのですよ。 

いろいろな国の人たちが集まって、コミュニティを作っている市区町村が結構出てきてい

るので、その辺のフォローを考えられたらいいかな。 

要は、コミュニティづくりをするのと、障がいにも言えることですけど、外国人が、元気

でいい子だよっていうのをより市民に知らせていくシーンっていうのを作っていくぐらいだ

ったら、そんなにお金もかかんないし、できるのではないかなっていうのを今気づいており

ました。 
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【露木部会長】 

ていうことは、もうお金の問題は置いといて、ウェルカム感を出せるように、さらに通常

のその活動も、推進しつつ。 

 

【川井委員】 

外国人たちもちょっとここに居やすくなってくるというか、引き続きここで暮らしていこ

うとなるような、そういうのも１つあってもいいと思うのですよね。 

 

【山本委員】 

雇用継続の促進。 

 

【川井委員】 

促進っていうことですね。小田原という地をお金だけの意味じゃなく、選んでもらえるっ

ていうものですか。 

 

【露木部会長】 

今、話としては、雇い入れのところと雇用の継続の話で２つ両方に引っかかってくる話で

すよね。 

 そうですね、なるほど。川井委員に伺いたいのですけど、行政が補助金等、お金を出して

いないところで、この雇い入れ問題っていうのはどんな感じですか。 

 

【川井委員】 

そこまではちょっとわかんないです。全然わかんないですね。 

 

【露木部会長】 

となると１つ、雇い入れはちょっと１回置いといて、雇用継続に関して、今子ども食堂の

話が出ましたけど、海外の方が地域に溶け込んで、住民と関わりを作るというものが必要で

あるということは、それだけ受け入れて、過ごしやすい、住みやすい地区にしていくってい

うことですよね。 

 それ以外に、この雇用を継続するために必要なことってありますか。 

 

【川井委員】 

絶対的に必要なのは、職員に対する、職員、職場の理解がないです。最初で受け入れちゃ

うと、多分だんだん免疫がついてきて、彼らの良さも分かってきて、もっと継続しようと

か、意見が出てくるのですけど、まず、そもそも疲弊しているので、疲弊している中で赤子

同然の日本語もままならないような子たちが入ってきて、そこから教育をする時間がないっ

ていうところが、まず乗り越えないと、各事業所っていうのは外国人受け入れのスタートラ

インに立てませんので、その辺の啓発じゃないですけど、研修を開くとか、外国人を受け入
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れるとこれだけいいですよっていうところは、仮に小田原の事業所であるとしたら、その辺

を募集してやっていくと、まだ入ってないような法人も考えやすくなるのではないでしょう

か。 

 

【露木部会長】 

啓発も 1つだし、初期の導入の時の研修なり教育っていうのを、市に何かお手伝いしても

らうっていうこともありますか。 

 

【川井委員】 

管理団体をやっていた時は、事業所に出向いて、成功事例とか、こんなこと良かったよと

か、こんなところはちょっと課題ですっていうような話を僕は言ってはいたので。 

そんなような話を、市と協力しながらやっていくと、信憑性が出るのです。市がやってい

るから。 

 

【露木部会長】 

となると、行政が理解を示していろいろ動いてくれるっていうのがあれば、それも１つ雇

い入れるのもハードルが低くなるし、雇用の継続もできるし、職場の職員の負担も減るので

はないかな。 

 

【山本委員】 

最初の受け入れのところってどんなことを川井さん言っていましたか。 

 

【川井委員】 

とにかく職員のハレーションが強いのはもう絶対的に理解している。事業所に行った時も

相当反対を食らって、鶴の一声でやるって言ったのですけど、僕はベトナムに行ってベトナ

ムの彼らの生活を見ていたので、ある程度自信があったのですよ。 

 だけど、それがわからないっていうところの温度差があるので、そこを埋めていく。当時

はなかなか外国人を受け入れている事業所がそもそもなかったので、成功事例すら少なく

て、こんなようなことがどうのとかっていうのはいっぱい話させてもらう一方で、生活面の

こういうところに課題が起こっちゃうケースがあったというのを話していくと、なんとなく

職員が受け入れる準備の心構えを持ってくれる。 

そしてもう１つあります。例えば、賃金が向こうは３から４万ですよとか、だからこっち

に稼いでくる、稼ぎに来るのですよとか、３倍ぐらいになれば、基本的には仕送りすれば家

が買えるぐらい多分貯めて帰るのですよとか、そういうことも話していました。 

 

【山本委員】 

法人のトップとかじゃなくって、一緒に働く人。 
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【川井委員】 

トップと話しても、結局トップが現場を知ってないような法人さんも多々あると。そうす

ると温度差が出ちゃうので、導入した後に彼らが幸せにならないですよ。 

 

【山本委員】 

何度もいいですか、続けてお話しても。 

この後の（２）、（３）、（４）も、特に今回市の方から提案をいただいている高齢者の活用

というところとのセットになってくるかもしれないのですけど、例えば、小田原ではこうい

うことが大事だよとか、小田原の暮らし方とか、そういうことを高齢者の人が外国人の人に

教えるっていうことはすごくいい気がしていて、この（１）と（２）、（３）、（４）と、ちょ

っとマッチングできる部分がありそうだなと思いました。 

 

【露木部会長】 

高齢者が教えるとなると、どういう形になるのですかね。例えば、水之尾さんに海外の方

が、技能実習生の方が入りました。高齢者の方が、一般住民の方が水之尾に行って、その現

場で教えるんですかね。それとも、１回、市役所とかこういうところで。 

 

【山本委員】 

お教室やるよって言って、事業者に言って、箱は市役所さんに準備してもらってでいいと

思う。 

街のマップとかでも、スーパーはここがあってね、買い物の仕方はこうでね、そういうこ

とですよね。医療機関のかかり方はこういうことでねっていう話とか。 

 

【川井委員】 

医療機関はかからない。 

 

【山本委員】 

かからないか、小田原弁はこうだよとか、習ってきている綺麗な標準語の日本語ではなく

て、小田原のそんな話をするとかっていうようなところも。 

雇用継続に向けた地域社会づくりに、いろいろ行くような気がしますけど、銀行とかも使

いますか。 

 

【川井委員】 

銀行は使います。大体ゆうちょです。 

 

【山本委員】 

銀行の人に来てもらって話をするのも１つ。 

スーパーの人に来てもらって話をするとか。今、認知症の人をどんな風に地域で見てこう
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かっていう時に、一緒にその人たちが居やすい場所を作るよとか、逆に教えに来る側も実

は理解が進みます。こんなにいい子だって。 

 

【川井委員】 

例えば調味料とかが日本のものしかないので、基本的にはベトナムの調味料とか他の国の

調味料が売っているところがあるのですよ。 

だけど、彼らからしてみると、小田原にある調味料は少し金額が高かったり、物が少なか

ったりするので、厚木まで買い出しに行っているみたいです。 

そういうようなところをもっと活性化してくると、小田原で住みたい、住み続けたいって

なると思います。 

 

【露木部会長】 

先輩の外国人の方からの講座もあるといいかな。 

 

【川井委員】 

そこはある方がいいです。 

 

【露木部会長】 

現場に行く前にやることと、現場で働いていながらも補習としてやることと、いくつか用

意しとけばいいと思うのですけど。 

その研修を受けている間は、賃金は発生しないってことでいいのですか。 

 

【川井委員】 

それは法人の考え方だと思うのですけど、基本的に賃金はあった方がいい方向に行きます

ね。 

 

【露木部会長】 

教育なり、地域の方の話を聞くオリエンテーション的な日があって、でもそこは仕事とし

て行ってもらうかって。 

となると、また施設の持ち出しが増えるってことですもんね。 

 

【川井委員】 

それを義務化したら。 

 

【山本委員】 

なるほど。働きに来た人はそういう情報が欲しいのでしょうか。 

 

【川井委員】 
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多分そうだと思います。行ってみるとわかるのですけど、神奈川県っていうことは知って

いるのですけど、小田原は川崎から５分で着くと思っていますから。川崎の親戚がいるか

ら、小田原は神奈川県だから来てみました。 

でも、来たけれども、結構会いに来るのが遠かったみたいなのもあります。その程度はそ

の程度です。小田原というところに住みたくて、小田原を選んでないので。 

 

【露木部会長】 

事業所をされている樋永さんとしてはいかがですか。例えば、御自身の老健で技能実習生

の方をお願いしたいとなった場合、お金の援助はありません。 

だけど、それ以外として何があれば受け入れられるかっていう、現場としてはいかがです

か。施設としては。 

 

【樋永委員】 

うちは日本国籍ですけど、中国人の方と、あとフィリピンの方がいらっしゃって働いてい

るのですけど、非常に評判がいいですよね。 

ですから、ぜひ外国の方にどんどん入ってきていただきたいですが、やはりお金の面にぶ

つかっちゃうので、今は日本国籍の方に来ていただいて働いていくところにシフトしていま

す。 

 

【露木部会長】 

現状はそうですよね。ただ、この会議体の中での御意見をいただきたい。つまり、御自身

の今の状況の中で、外国の人材が不足しているので海外の方を受け入れていくとすれば、ど

の辺りがハードルになって、クリアできれば、そこにこう意識が向いていくのかっていうの

は何かありますか。 

 

【樋永委員】 

実際、技能実習等など受け入れた経験はないです。いろいろなハードルがあってできなか

ったので、今、具体的に何かっていうのは。ただ、助かるとすれば、日本語を教えてもらえ

ると助かるかなと。日本国籍の方でも、やはり記録することができないので、そういったこ

とを教えていただけるとまた少しいいのかなと思う。 

 

【川井委員】 

日本語を教えるボランティア団体がいくつかあり、ＵＭＥＣＯとかで授業を無料でやって

くれています。 

僕は知っているので、こっちに来たら、こういうところがあるって伝えられますけど、そ

れを知っているのかっていうのは多分知らないと思います。 

結局、先ほど、全部やることって、監理団体は必ずやらねばならない業務なので、管理団

体が、市と協力してやっていこうっていうことは基本やるんですよ。 
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だけど、市からのバックアップってなってくると、ちょっといいかなっていうところでは

あるのです。 

 

【露木部会長】 

市に何をお願いしていくのか、あるいは市としての動きをどう作っていただくのかって話

になれば、どうですかね。 

今の話の対応の仕方っていうのは、市で考えることはできるのですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

いろいろ考え方のヒントはいただいたかと思いました。 

実際に技能実習の方ですとかの事業規模というか、どれぐらいの方が毎年どれぐらい来て

いて、市でやるとしたらどういう関わり方で、どういう場面で関われるっていうところは、

こういったことだったらできそうだっていうところに至るまで整理が必要かなと思いまし

た。 

一方で、外国人の方への理解促進であるとか、その辺りは市ならではの広報ツールである

とか、そんなところを生かしていくやり方はあるのかなと思いました。 

 

【川井委員】 

住民票をこっちに移すのに手続きに来るんですよ。その時に、パンフレット的なものがあ

ると思うのですけど、ベトナム人に対して母国語のものとかは小田原市にはあります。ある

はずですよ。そこがいろいろな市に行くと違いました。 

だから、明らかに受け入れが強いなっていうところは、ベトナム人に対してのコミュニテ

ィもできているし、こんなイベントもありますよっていうようなチラシから最初の段階でつ

いてくるのですよ。 

小田原市はそこまではなくて、ゴミの捨て方とか基本原則のところはあるけど、プラスア

ルファがないっていう印象なので、そこをもうちょっとつけていった方がいいかなとは思い

ます。 

 

【露木部会長】 

例えば海外の方の人材の受け入れをするために、担当窓口みたいなものを市役所として持

ってもらえるのかっていうことと、その方々が何をするかというと、先ほどあったような、

小田原を好きになってもらうための情報と、生活しやすい情報の入力、あるいは先ほど日本

語っていうのもありましたけど、いわゆる市民と交流ができれば日本語覚えるじゃないです

か。だから、その場を作っていく、寄り添い対応をするようなことを推進していただくって

いうので、いかが。 

 

【川井委員 】 

今外国人が増えてきたので、それはそれで見方を変えると、外国人同士がただ日本に場を
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移して外国人同士が交流しているというようなことが多く起こっていて、それが悪い状況に

なるとニュースに取り上げられて、日本人が絡んでいくということを今からやっていかない

と、どんどん外国人が、外国人のためのコミュニティができてくる。 

ただ、それ日本人は絡んでない。 

 

【山本委員】 

多分高齢介護課だけじゃなく市の他の課とやっていかないと進まないけど、その方が進み

やすくもなると思いました。 

 

【露木部会長】 

この会議体でのこの１つ目の内容、２つ目にも絡んできますけど、１つ目の内容に関して

は、以上のような話になるかとは思います。 

つまり、海外の人が小田原で困らないようにとか、あとは風土を作るっていうことで、海

外の人に小田原としてウェルカムだよっていう対応をする、部署というか、担当というか。 

その上で、認知症サポーターの方にお願いすれば、認知症ってこんなんだよっていうのを

喋ってもらったりできるし、スーパーの人、銀行の人、いろいろな方を呼んでくるっていう

のは、やはり市が窓口になれば来やすくなるのではないですか。 

 

【川井委員】 

そういったことを担っていただくということで、実際そこに受け入れを考えている事業所

や、もうすでに受け入れている事業所も入ってくる。 

郵便局はこういう考えだとか、我々がこうなった時にはこう郵便局に話をすればいいんだ

とかっていうのはわかる。 

 

【露木部会長】 

そこを我々としては御意見としてお伝えをさせていただきたいとこですかね。現在の人た

ちにやっていくと噂が広がって、小田原ってこうやってくれるとなれば、後々入ってきやす

いし、現状いる人たちも、抜けていくというか、やめていくことがなく、小田原に住み続け

ていただけるのか。 

 

【川井委員】 

彼らは彼らで口コミはコミュニティの中で行っていますので、こんなところがいいという

のはどんどん広がっていきますから、そういう風になればいいかな。 

あとは、全然話が違うのですけど、物がなくて最初困る時があります。例えば着るもので

あったりとか、あとはいらなくなった家電製品だったりとか、そういうのが集まる場所があ

って、それを寄付してくれるような仕組みができると、さらに法人は負担が少ないと。 

それも一緒になって考えていくっていうのも１つで、事業所のメンバーで面倒を見るため

に物を用意するっていうのは一方で必要だとは思うのですけど、そういう市としてのバック
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アップも。家電も服もそうで、全部白物家電も共有しとかなきゃいけない。 

 

【露木部会長】 

自転車とかも、海外の人がよく乗る自転車もないですね。放置自転車って、市は何かやっ

ていたりするのですか。この辺りだと、国府津駅のとこに、一時的に保管してみたいな。 

 

【川井委員】 

あれも整理されたような感じもします。 

 

【事務局：介護給付係長】 

私の知るところですと例えば自転車ですと、放置されて一定期間経ったものについては、

自転車屋に払い下げて、最近物価高ですけど、少し前だと 1万円しないぐらいの金額で、各

自転車屋さんが中古リサイクル自転車って売るような取り組みをしています。 

 

【川井委員】 

そういうのを知らないです。知っていれば、自転車が安く買えるんだって法人として買え

るんですけど、結局１万 5000円ぐらいで、ネットで買っても壊れたりとかするのです。あ

りがたいですね。その情報がもらえるだけで。 

 

【露木部会長】 

南足柄市は、環境センターみたいなところに行ったら売っていたんです。直して、５千円

とかで売っていて。 

 

【川井委員】 

知っているだけでも全然違います。 

 

【山本委員】 

介護業界で働く人だけでなくて、他の業界でも介護でもたくさん働いてもらいたいってい

うことでいいと思うのですけど、何かあるといいと思っていて。 

あと、市役所が強いなっていうところは、会場とか抑えてくれるし、しかも常時物品の管

理をしてくれるとかしてくれるとすごくいいなと思います。 

 

【露木部会長】 

介護人材のみならず、全ての海外の方の受け入れ体制をここで整えていくっていうところ

がどこまでできるか、市次第ですしね。観光業界もそうですし、製造業も大変なことにな

る。１つの方法だとは思うので。はい、まずはそこまででよろしいですかね。 

ここからさらにまた今後深掘りをしていければと思いますので、１つここではその方向性

でお願いしたいと思います。 
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【川井委員】 

例えば、新規指定の事業所あるじゃないですか。今まででしたら３年以上経たないと外国

人受け入れたらダメだよというルールがあったのですけど、これが昨年、一昨年ぐらい撤廃

されました。 

もうそんなこと言っていられないと。新規事業でも外国人がスタートラインに立てるの

で、その情報を、事業所が知っているのかとか、そういうところが、行政として指定を取る

タイミングで情報としてただ伝えるっていうのも１つかなと思います。 

法律がどんどん変わっているので、そこは知らないといけないかな。 

 

【露木部会長】 

初年度から雇える。入口から。 

では、続けて２番にいきたいと思います。 

高齢者の活用ということで、ここに書いてあるのが、シニア層、退職者など、いわゆる労

働力として誘導していかないかっていうこと、あるいはサポート役としての新たな役割の創

出っていうことですけども、この間も話をして、シルバー人材との住み分けをあまり考えず

にここだけで考えていけばよろしいですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

その辺りは、話の向かう先によって、シルバー人材センターとタッグを組んで連携しなが

らということは十分考えうるかと思います。 

 

【露木部会長】 

承知しました。 

では、この高齢者の活用ですけど、今現在いろいろなボランティア団体があったり、活動

しているところがあります。 

そういう方々をどう巻き込んでいくのかっていうのも１つですけど、こちらに関して御意

見何かありますか。 

 

【山本委員】 

これって介護のこと、しかも介護保険に関わることっていうぐらいの、ちょっと狭めの話

ですか。 

 

【露木部会長】 

介護人材の確保ということなので、事業所で人が足りないとか、ちょっとした目と手が必

要だとか。 

専門的なことができなくてもいいぐらいで考えていただけると。 

 



18 

 

【山本委員】 

そうですね。この後の（２）からのところにつながってくると思うのですけど、住民参加

型っていうところにぜひぜひと思います。 

とても力が使い慣れた人たちだろうなって思っています。下の方にもでもありましたけ

ど、課題は何なのかということはしっかりと整理をした方がいいとは思いますけれども。 

 

【露木部会長】 

課題というと、その方々を活用する時の課題。 

 

【山本委員】 

事業所とか団体に所属すれば保険関係はいいのだろうなと思うのですけど、やはりその人

たちの基本的な介護に対する物事の考え方、捉えみたいなところっていうのを誰が教育する

のかっていうことは、これはやらなくてはいけないことだと思っていました。 

あんまりやりすぎるとなんなのっていう話になると思いますけど、そこの部分は気になる

ところです。 

後のところで喋ろうかなと思っていたのですけれども、どういう人だったら、高齢者人材

の人たちにお手伝いしてもらえるのか、こういう人はやはり専門職の方がいいよねっていう

整理をしっかりとしとくってことがあるので。 

 

【露木部会長】 

そうすると、（１）の２、３、４はそれぞれ共通しているというか、重なり合うこともあ

るので、さらに（２）の専門職とそうでない人たちの担うところの違いにもなってくるとは

思いますので、またそこで御意見いただければと思います。 

あとは高齢者の活用に関して何か御意見あればいただきたいですけど、樋永さんいかがで

すか。 

 

【樋永委員】 

意見というか質問です。当事業者でもやっていますが、アクティブシニアポイントってい

うのとはちょっとまた別な考えですね。 

 

【事務局：介護給付係長】 

アクティブシニア応援ポイントは市でやっています。あれは、まさに高齢者の方に活躍し

ていただいている１つの施策かとは思いますけれども、必ずしもそれだけにとらわれず、幅

広にというニュアンスで。 

 

【樋永委員】 

実際、そのシニアの方を介護職へ誘導ってことは、職員として入ってもらうっていうこと

は想定されているということですか。 
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【事務局：介護給付係長】 

そこはいろいろでして、まさに介護職としてやってもらうというルートを作っていくとい

うようなことができれば、それはそれで良いでしょうし、あるいは介護助手みたいな道が作

れれば、あるいは先ほど山本さんがおっしゃっているような、だんだん、介護保険が専門職

から地域住民へ、裾野が広くなっていく中で、その住民ボランティアさんでの支援であると

か、そういったところの担い手みたいな、そこはもう幅広だと思います。 

ですから、必ずしも事業所に属すとも限らないという前提の中での活躍の場をいろいろ幅

広に作っていけると良いのであろうという考え方ですね。 

 

【川井委員】 

そうですね、例えば、小田原の市民学校のコマを１つもらっているのですけど、小田原市

がもう既存でやっている事業が、高齢介護課だけじゃなくてもあると思うんですよ。 

そこに来ている人たちって、本来シニア層だけのためのものではないんですけど、やはり

定年を終えて生涯学習として考えている人たちが多いので、そこのところを例えばターゲッ

トに当てて、こういうような情報を発信して、半ば誘導的にこっちに来てもらうような仕組

みを作るっていうのは、容易にできるのではないかなと思いました。 

そういう市民が集まる場所っていうのはおそらくいっぱいありますので、そこからこう誘

導できるような仕組みが作れると。 

そもそも志が高い人たちなので、アクティブに動いてくるのではないかなと思うんですけ

ど、掘り起こすんだったら、先にその人たちを掘り起こして流して、その人たちもまた下が

つながっていますから、そこから波及させていく方が、数字としてはいいと思います。 

 

【露木部会長】 

入口でしっかり誘導していくのと、それと合わせて市民への啓発をしっかりしていく。市

民への啓発の仕方ですよね。だから、よくあるのは、これから超高齢社会になって、介護認

定者数が増えていきます。社会保障費をたくさん使っちゃいます。介護保険料上がります。

さらには仕事をするその担い手が減っていきます。我々で頑張っていきましょう。健康寿命

延伸のためには、自分で自分の健康を守っていきましょう。そこに対して活躍の場がこうい

う場ですよみたいな。 

だから、お金をそんなにかけないためっていうのと、自分のためっていうことをきっちり

住民に打ち込むことが必要ですよね。 

 

【川井委員】 

外国人たちと反対です。外国人は人が足りないから助けてくれるのですけど。 

 

【露木部会長】 

今の話がすごく良くて、入口からしっかりと誘導していく、導いていくっていうのは、い
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ろいろな活動、市が行ってる講座なり、あるいはさまざまなボランティア活動をしている

方々の集まりでも入れてった方がいいですよね。認知症サポーター養成講座でも入れていく

といいです。 

 

【川井委員】 

そうですね。僕もフォローアップ研修でも話しているんですけど、圧倒的に、その後がな

いのですよ。結局何もしなくていいですよみたいな、認知症サポーター養成講座には大前提

があるので、何もしなくていいですよって言ったら、何もしなくていいようになっちゃう。 

そうじゃないっていうところをやはり市と共に打ち出していかないと、良くなくて。だか

ら、継続的に市がサポーターたちをバックアップする仕組みっていうのは、僕は再三言って

いるのです。ただ１回研修やるだけなんで、そこは絶対足らないですよ。定期的に２か月に

１回やりますとかって彼らをバックアップして、こんなイベントやっているので行ってくだ

さいとかってやっていかないと、多分志半ばの人たちが動くきっかけ作りがない。 

 

【露木部会長】 

市はどうですかね。ちょうど今御発言いただいたので。認知症サポーター養成講座を受け

た方がサポーターとして認定されます。この人たちの活躍の場を用意するっていうのを、つ

ながっていくといいかとは思うのですけど、そこも１つ、ここで高齢者の活用というところ

に入れていくのはいいかなと思うのですけど、そこはいかがですか。 

１つ、さまざまなボランティアとか活動している方々がいますが、個別として、認知症サ

ポーター、組織化になっちゃうかもしれないけど、活動の誘導というか。これはいかがです

か。 

 

【事務局：高齢介護課長】 

今お話ありました認知症サポーター養成講座ですけれども、委員の皆様おっしゃるとおり

で、我々としてはその認知症サポーター養成講座を行っているけれども、その先の活躍の場

が市としても与えられないというのが大きな課題になっているところです。 

ですので、そういった養成講座を受けられた方に対しまして、市ではこういうことに困っ

ているので協力してくれないかということで、何らかの形でお伝えするってことは十分可能

なことかなと。 

やり方についてはこれからよく検討ということになりますけども、十分に今の話を御検討

させていただければと思います。 

 

【露木部会長】 

はい、ありがとうございます。そうなると、認知症サポーターの団体みたいな窓口がない

と難しいですよね。 

 

【川井委員】 
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細かく言うと、講座が終わった後に活動したいですか、みたいな調査があるのですよ。そ

こに個人情報を書いた人たちは、個人情報を市役所は持っていると思うのです。 

 

【露木部会長】 

では、市役所は把握している。 

 

【川井委員】 

把握しているはずです。ただ、それを書かない人たちっていうのは、受けっぱなしで終わ

ってしまうのですよ。 

そこをどうするかは一方であるのですけど、せめて名前が上がってきた人たちのリストっ

ていうのは多分持っていますから、その人たちへ向けて定期的にこんなイベントがあるから

手伝ってくださいとか、そういうのは出せるのではないかなと思います。お金かかりますけ

ど。 

 

【山本委員】 

その名簿は、地域包括支援センターは。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

地域包括で取りまとめて持っていることはないです。 

 

【川井委員】 

それを市に渡しているような流れだと思うのですよ。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

フォローアップ研修とかを送る時のリストですね。 

 

【川井委員】 

そうですね、受けたいと言った人たちに出す。 

 

【山本委員】 

地域ケア会議では、徘徊のある認知症の人について考える時とか、その地区のサポーター

の人に。 

 

【川井委員】 

本当そう。本当そうだと思う。なんかちょっと違った角度から発言いただけるかもしれな

いです。 

 

【山本委員】 
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活躍の場の１つとして、その人たちが嫌だっていうのは別ですけど、やってみたいという

気持ちのある人を、どういう風に活躍してもらえるかっていうのは、それを加味し続けるこ

とはなかなかなことですけど。 

 

【川井委員】 

やはりお願いしきるだと思います。日本人の悪いところはなんとなく察してくれるみたい

なところがあるのですけど、察したところで何も動かないので、もうこれで困ってます、こ

れでお願いしますって言っちゃった方が、多分彼らは刺さって動いてくれるのではないかな

と。 

 

【露木部会長】 

そしたら、包括に情報提供というか共有ってできるんですか。市として。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

多分その情報を取得するときに、その情報を包括支援センターに共有するっていう話を言

ってないと思うので、今ここで答え切るのは難しいんです。 

ただ、こちらとしては把握しているものなので、それを活用してうちからまず連絡を入れ

た上で包括と連携してみたいなことは十分に今後考えられる話です。 

 

【川井委員】 

今後の認知症サポーター養成講座があった場合には、その一文を入れておいて、サインを

取っておけばとりあえず使いやすくなる。 

 

【露木部会長】 

今後は同意というか明文化しておけばいいわけですよね。あとは既存の方にはどこかのタ

イミングでその確認をしていくっていうところですかね。 

 

【川井委員】 

そうすると、多分 30人とか 40人ぐらい絞られて集まってくると思いますよ、メンバー

が。その人たちを主にいろいろな協力をしていきながらやっていけばいいかなっていう。 

 

【山本委員】 

今回御自身の体験を持った人は、認知症サポーター養成講座でしゃべることもできます。

地域で地域住民というと、どうしても民生委員さんにすぐ直結してしまうけれども、もっと

他の人たちが網の目みたいになってくれないと支えきれないので。 

今の話はすごくそうです。実現してほしいし、しやすいと思います。 

 

【露木部会長】 
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ありがとうございます。 

まず、シニア層に関しては啓発活動をしっかりしていくっていうこと。あとは講座等あれ

ば入口のところでお伝えをしていく。その他にも市民への啓発ということでは、すでに活動

している方にもこういうことを協力してくださいみたいなことを言っていく。 

あとは、一般住民に対しても、小田原市は介護予防に関して力を入れていきます。なぜな

らば、健康寿命延伸と給付抑制、介護保険料が上がらないようにしていくためですっていう

のを、何かしらにつけて伝えていく。 

１つ、認知症サポーター養成講座に関しては、しっかりとまずは対応していくっていうと

ころ。養成講座では同意を得ていく。市からは各包括にも情報を流していく。また、それを

どういう風に活動につなげていくかは、今後検討していけばいいっていうところですかね。 

これ、海外の人に対してもやはり同じです。つながっていきます。 

１つ、市にお願いですけど、活動団体を一覧で整理をしていただきたいのですけど、それ

は可能ですかね。 

例えば、なんとか体操をやっています、なんとかボランティアやっています、なんとかの

会がありますみたいな市民が、ボランティア団体というか活動している方々があれば教えて

いただきたいのと、自分時間手帳ありますよね。中にもいくつか、みんなで集まってやって

いるみたいな、健康のためにやっているとか、なんかそういうのもピックアップできればい

いかなと思うのですけど。まず１つは、認知症サポーターは把握しているではないですか。 

これに類似したような、協力を求められるような住民の活動の、一覧みたいなものを整備

していただきたいのですけど、そこは可能でしょうか。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

どこまで網羅できるかっていうところはあるかと思うのですけれども、一定程度のところ

までだったら、お時間をいただくかもしれないんですけども、 

 

【川井委員】 

包括から情報もらえばわかりそうですよ 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

あと、社協ですね。 

 

【露木部会長】 

次回の会議の時にでも。そこがあればいいので。 

今、（２）の話をしてまいりましたが、（３）、（４）とも似たような形になるのかと思いま

すが、今日は（１）、（２）の話でいいですよね。（３）、（４）はそんなに深掘りはしなくて

もいいと。 

（１）に関しては以上でよろしいでしょうか。 

（「なし」という声あり） 
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【露木部会長】 

はい、ありがとうございました。 

では、（２）について事務局から説明お願いします。 

 

【事務局：介護給付係長】 

資料の（２）地域住民等で行う支援と専門職でないと行うことができない支援の整理１と

書かれてるスライドを御覧ください。 

前回までの議論の中で、これから専門職の役割は、１重度者の方への対応に注力をしてい

く、２要支援者については、住民主体型サービスへの移行を推奨していく。３要支援者の中

でも、訪問型のサービスについては、原則住民主体型サービスへ移行し、対応が難しいケー

スだけ専門職が担っていくという御提言をいただいたかと思います。 

こちらについて、下の矢印にございますように、御提言に沿って検討を進めていきたいと

考えています。 

そうした中で、今日御意見をいただきたいのが、この住民主体型サービスへの移行が難し

い方、つまり、引き続き専門職が担う方というのは、どういった方が考えられそうかと。 

裏を返すと、これから住民主体の方たちにお願いしますという時に、こういう人たちは専

門職にやってもらいますという話の入口にもなってくるわけです。 

そういったところについて、考えられるケース、前回、認知症というところについては、

山本さんから御意見いただいたかと思いますけど、もう少し詳しく御意見いただければと思

っています。 

なお、総合事業のガイドラインというものを国が示しているのですけども、この中では、

住民主体などではなくて、従前相当、つまりホームヘルパーさんによる訪問型サービスを利

用する例としては、「進行性疾患」や「病態が安定しないもの」など、専門職による適切な

支援が必要となるものという例示がされています。 

こういう人たちは具体的にはどういう人だろう、小田原の場合。というところを考えてい

ければ良いかと思っています。 

次のスライド、今度は支援の整備２というスライドになります。 

２地域住民の役割です。今日、御検討をいただきたいのが、要支援の方を地域で支える仕

組みについて、全体像のイメージとスケジュールを作ってみましたので、これについて、御

意見をいただければと思います。次のスライドが全体像です。「軽度者の専門職外移行」と

いう言葉を使わせていただいております。 

全体の調整として、移行する範囲であるとか、スケジュールであるとか、どれぐらいの事

業規模、人数、そんなところは考えていくのであろうと思います。 

その下、左側、訪問型サービス、これについては、「切迫性が高い」と書いています。検

討事項は書いてあるとおりで、右側、通所型サービス、こちらについては、切迫性は今の時

点だと低いというふうな判断で書かせていただいております。それから、下の方に行きまし

て、地域包括支援センターのグリップ機能について、サービスＢ（住民主体による支援）と

サービスＣ（短期集中）の利用促進に合わせた介護予防ケアマネジメントの類型Ｂ・Ｃの利
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用拡大の体制整備。それから、介護予防ケアマネジメントＡ、これまでやっているケアマネ

ジメントが減っていくとその報酬も減ってしまいますので、そのところも含めて考える委託

料の見直しといったところを示させていただいています。 

なお、個別には御説明いたしませんけれども、資料の後ろの方に、総合事業絡みの関連資

料、いろいろ国が示している立て付けであるとか、小田原は現状こんな形でやってますと

か、ケアマネジメントに係る小田原の類型を今はこんな感じですとか、そういったものを、

別添でつけさせていただいていますので、御参考にしていただければと思います。 

それから、次のスライドがスケジュールになります。 

令和７年度、８年度は検討の期間で、令和９年度、次期計画の初年度は移行の周知の期間

に充てて、令和 10年度、10期計画の２年目から本格的に移行をスタートしていきたいと、

そのようなスケジュールで考えております。 

 次のスライドで整理３とあります。 

３新たな仕組みというところで、前回御提言いただきましたのが１つ目、ゲートキーパー

の設置です。サービスの入口でまず仕分けをする人が必要ではないかいったところについて

は、その役割というのはやはりあった方が良いと私ども事務局としても考えております。そ

のあり方についてはこれから検討をしていきたいと思っております。 

それから２つ目、セルフケアプランの導入、これは山本委員さんから御提言いただいたも

のですけれども、実は、整理を進めていく中で、国の制度設計上、総合事業、要支援の訪問

通所については、セルフケアプランが想定されていないと、通常の保険給付と異なってセル

フケアプランが想定されていないという整理だというところに至っております。 

通常であれば、セルフケアプラン、自己作成であれば市が給付管理を行う、つまり、ケア

マネジャー、包括支援センターではなくて市が給付管理の情報を国保連に流すんですけれど

も、総合事業はそれができないので、実は今、要介護でケアマネがついていて、更新申請を

したら要支援でしたという方だと、包括が関わっていなくても、包括支援センターに市から

お願いをして給付管理の情報を流してもらっているような状況です。そういったところもあ

って、仕組み上の難しさがあることが判明しました。 

一方で、趣旨としては非常に良いことだと思っていまして、少し目線を変えてではないの

ですけど、ケアプランのＢ・Ｃ、今ほとんど活用されていない、別件資料にも付けています

けれども、モニタリングですとかその辺りの基準を緩和しているもの、こういったケアマネ

ジメントの利用促進によって地域包括支援センターの業務負荷軽減を目指したいというふう

には考えているのですけれども、この辺り御意見を賜れればと思っております。 

事務局からは以上です。 

 

【露木部会長】 

ありがとうございます。なかなかたくさんあるので、大変ですけども、１つずつ行きたい

と思います。 

まず、1番、専門職の役割に関しては、どこで線引きをしていけばいいのかっていうこと

を検討したいのですけども。 
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国の基準、ガイドラインの話も御説明いただいたんですけども、私としては、ここに書い

てある進行性疾患や病態が安定しないものなどっていうところは、こだわらなくてもいいの

かなと思っていて。というのは、そういう方であっても、住民の方ができることはあるのか

なと思うのですね。 

だから、ここで線を引いちゃうと専門職に全部任せちゃおうってことになるかなと思うの

で、もう少し、どのような判断基準かと、判断をする役割の方をどこに置くのかっていうと

ころを考えていきたいと思うのですけど。 

ここにまずその専門職の役割で、１番、重度者対応に注力をする、２番が要支援者の住民

主体型サービスへの移行を推奨。要支援の方は基本的には住民主体に持っていって、専門職

は要介護の方、より重度な方っていうような話だったと思います。また、３番ですけど、要

支援者の訪問型サービスは原則住民主体型、一旦全部住民主体型に見てもらって、その中で

難しい方はピックアップして専門職の介入を増やしていこうっていう流れだと思うのです

が、その対応が難しいっていう方はどうするかというところで御意見いただきたいのですけ

ど。 

山本さん、イメージありますかね。 

 

【山本委員】 

今露木さんがおっしゃってくださった、対応が難しいケースが戻ってくるっていうのは、

割としやすいかなって思うのですね。 

ただ、難しいと思わないで続けちゃう。そこが問題です。そこだけが気になっていて。で

も、確かに露木さんがおっしゃったように、このガイドラインでやっていってしまうと、な

かなか本当にやりたい抜本的なことが進まないというジレンマがあるのですけど、マネジメ

ントをする人は、ここで、入り口のところできちんと見るための指標について今話をすると

いう、そういう考え方でいいですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

はい。どういう観点で仕分けをするか、あるいはどういうやり方で仕分けをするかという

ところも御議論いただければと。 

 

【山本委員】 

チェックリストのようなものがあって、そこを少し参考にしながら仕分けていく考え方な

のかな、なんて勝手に思い込んでいたのですけど、それでいいですか。 

その観点からお話をしても。そうすると、気になっているのは、認知機能の低下がある人

と、循環器系の疾患がある人、この２つっていうのが介護度でいうと低くなりがちな人たち

で、要支援でいっぱいいます。認知機能の低下っていうのは、割と分かりやすいというか、

見えてくる。つなげる先さえきちんとあれば大丈夫かなと。 

それこそ、認知症サポーター養成講座もどんどん進んでいくことによって、見方とか、今

までこれしか見えてなかったのが、こういう風に見えるようになるっていう仕組みがあれば
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いいなって思っています。 

気になるのが、例えば COPDの人とか、心疾患のある人とか、糖尿病のある人、この辺り

が多分、今の専門職のデイサービス、ヘルパーさんであっても見落としがちになる、健康状

態の変化の兆しみたいなところが、キャッチする必要がある人たちだなっていう風に思いな

がら私はマネジメントしているので、チェックがきちんと定期的に入るように仕組みを作っ

ていけばいいのだろうなと思いました。 

それを誰がチェックするかっていうのが重要で、それも住民に任せてしまうのか、そこだ

けはマネジメントする人が入っていくのかっていうところは、これからの話し合いだなと思

っています。 

あとは、社会的な課題のある世帯のところは、専門職にしておこうよっていう判断が、お

そらく入口のところできちんと作るのではないかなと思ってるんです。 

そこは見ていきたいなと思っているのが、個人情報や人権意識みたいなところっていうの

が、ある程度の訓練を受ける人、受け続けている人が関わっていく必要がある分野ではない

かって思っています。 

なんか言い出しちゃうと結構そういう人が多くなっちゃうかもしれないんだけど、多くな

らないようにするための仕組み作りが大事と思っています。以上です。 

 

【露木部会長】 

ありがとうございます。チェックリストでやるっていうことで、ゲートキーパーのところ

にも関わってきますので。 

 

【川井委員】 

山本さんがおっしゃったことはほぼ同じと思ったのですが、本人だけの話ではないと思う

ので。世帯の話もありますけど、環境だったりとか介護力だったりとか、専門職が入った方

がいいっていう判断は結構難しくて。 

ただそれを住民に任せた方が本来はいいのでしょうけど、そこまでできるかなっていう不

安はありますね。どうしても本人を見がちなので。 

でも全体的に見ると、本人がこれから生活しにくいっていうような状態は、専門職はやは

り入るべきだと思いますので、１番の提言はそこです。 

 

【山本委員】 

重度化予防したいのですよ。重度化の可能性が高い人は専門職に出た方がいい。 

 

【川井委員】 

「ほっとくとそうなっちゃう」っていうのは、環境とかいろいろな要素が入ってきますの

で、それをしっかり見られれば１番いい。 

 

【露木部会長】 
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結局バランスだと思うのですけど、全てのサービスの中の住民が関わる割合と専門職が関

わる割合をコントロールしていけばいいと思うのですよね。だから、全部が全部、住民がや

るわけではない。 

例えば生活援助に関しては、住民にお願いするけど、たまに専門職が入っていくのがあっ

たりして、週１なのか月１なのか、その辺りがどういうバランスを取っていくのかだと思う

のですよ。 

ですので、例えば安定疾患に関してはそんな感じでも良さそうだし、あるいはフレイルだ

ったり老年症候群みたいな方だったらそういうのでもいいし、でも、明らかな急変があった

り、進行性疾患だったら、専門職の割合を増やしていくとかっていうことになると思うので

す。となると、誰がそれをジャッジするのかっていうところです。 

 

【山本委員】 

考え方として組み合わせることはできないのですかね。例えばですけど、月に１回指定業

者が入る、残りは住民主体型が入るみたいな。週１回入っているのなら、月１回は事業者、

みたいな。 

 

【川井委員】 

監督まではいかないですけど、見てくれる人がいた方がいいです。 

 

【山本委員】 

大変かもしれないです。可能なのですかね、そういう使い方。 

 

【事務局：介護給付係長】 

制度の建付けで言うとできます。それをケアマネジメント、要支援者だと地域包括支援セ

ンターが行う中での業務量の負担が多くなりそうなところと、ホームヘルパーの事業所がス

ポット利用というか、月１回であるとか、そういったやり方について受け入れがどうであろ

うかというところが課題になりそうな気はしました。 

 

【山本委員】 

あまり業務負担が増えすぎる方向で考えてしまうと、なんだかおかしくなっていってしま

うのですね。 

 

【露木部会長】 

でも１つ、住民だけで行ける人はこの人たちっていうのを決めるだけでも大きな１歩にな

るかなとは思うのですよね。 

そこを判断するのは包括になるかと思うのですけど、また包括業務量多くなっちゃって困

るっていう突き返されることもあります。 
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【事務局：介護給付係長】 

事務局といたしましては、包括が判断するにしても、こういう人はこうするのが原則で

す、という線引きというか、一定のライン、ガイドラインのようなものは、事務局、市の方

で作るのであろうと思っておりますので、そこの参考にできるような御意見を承れると助か

ります。 

 

【露木部会長】 

おそらくゲートキーパーって包括になると思うのですよ。包括がやることは、今まではな

んでも受け入れていたじゃないですか。 

今度割り振るっていうようなことをしなきゃいけない。今言ったガイドラインに沿って割

り振っていく。そのためには、包括も多分３職種じゃ足りないわけですよ。 

そこは、例えば地域の栄養士の方を入れたり、我々リハ職が関われたりするような形が市

として描けるのかっていうのも大事かとは思うのです。その上で、ガイドラインを構成して

いくといいかなと思うのです。だから、今の包括の人たちだけで判断するのは、かなり負担

が強いので、地域の事業所との連携を促進する。やはりお金の問題になってしまう。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

何でお金をつけるか問題だと思います。確定的なことは言えませんが、今既存でやってい

る事業の、例えばリハビリであれば、地域リハとの連携事業の中で、包括をそこに噛ませる

ことで状態像のアドバイザリーをもらうみたいなことが事業のスクラップアンドビルドの中

で対応できるのかっていうところです。 

財政が厳しい中で、今のところから大幅に何かプラスでつけようっていうのは相当難しい

ことだとは思うので、組み替えた中でそういうことが考えられてくるのかなとは思います。 

 

【露木部会長】 

一般介護予防事業と一緒にはできないのですか。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

検討の余地はあると思います。 

 

【露木部会長】 

となると、例えば、包括からお金が出るのではなくて、そういう事象があった場合には一

般介護予防事業のお財布から出していくみたいな建付けが作れると、依頼しやすいのかな。 

ただ、予算をつけなくてはいけないと思いますけどね、一般介護予防事業。 

 

【川井委員】 

でも、これはもう未来への投資じゃないですか。今こういう時代だから。ですけど、そこ

はもうちょっと市としても歩み寄ってもらわないと、結局この先には住民たちが力をつけて
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いって、給付が下がってくるっていう風にすれば、お金も残ってくるっていう考え方じゃな

いですか。 

それは、最初はお金が必要ですよ。何事もやるにも。そこはちょっと、さすがに考えてい

ただきたいなとは思うのですけど。 

ほんと、そんなでもないですもんね。予算的な話になったら、大規模っていうところには

確かになるかもしれませんけど、金額次第。 

 

【露木部会長】 

ここで止めておけば、その後、要介護者の新規認定者数が減っていけば、おのずと出費が

止まるので、そこで見てもらえば。 

 

【川井委員】 

その辺を描くためにまず動かなくてはいけないから、そこも抑えてってなってくると、多

分誰もやってくれない。誰も助けてくれないし、このことは実現しにくくなっていくのでは

ないかなと思うのですよね。 

 

【山本委員】 

チェックリストの話、ちょっと話をもう少しだけさせてください。私たちケアマネジャー

や、包括もそうだと思うのですけど、アセスメント、ここの項目はやりなさいよって決めら

れている項目もあるのだけど、そこでどれだけ何を情報取ってくるかっていうのが割とケア

マネによってばらつきがあるわけですよ。 

そこのところを、それこそリハの方とか栄養士さんとか、それから、適ケアもあるので、

それらで、ガイドラインを作るのだったら、それぐらいのお金が出せるのではないかなと思

うのですけど。チェックリスト。 

 

【川井委員】 

それで、（３）のところのＡＩの活用に活かしていく。 

 

【山本委員】 

ＡＩは、分析は上手ですけど、情報をどれだけ持ってくるか、客観的で有用な情報をキャ

ッチできるかが大事。それは人間でなくてはまだできないと思うのですよ。カメラでウィー

ンってやったら全部情報が得られるかっていうとそうではないから、そのためのチェックリ

ストづくりで。 

それは多分、教室とかの機会できちんと全部アセスメントしてというよりは、それこそリ

ハの方たちに協力してもらう、栄養士さん、お医者さん、歯医者さんっていう、あのぐらい

の職種なのかなって今はなんとも思うんですけど、看護師さんもあるかもしれませんけど、

協力してもらってチェックリストが作ってあると、包括さん楽になると思うんですよ。 

チェックリストがないから大変だと思うのですよ。見落としてしまうから。 
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【事務局：介護給付係長】 

今、山本委員がおっしゃられたのは、取るべき情報が漏らさず網羅されているチェックリ

ストを多職種の連携で市が作る。それを今後の入口の仕分けに使っていくという、そういう

御提言ということですね。 

ありがとうございます。 

 

【川井委員】 

それがすなわちガイドラインみたいな感じになって、チェックリストによってふるいにか

けられる。 

 

【露木委員】 

ガイドラインもこの部会でとりあえず案を作っていけばいいってことですね。今後、要介

護１，２の人が総合事業に移行してくることを踏まえた上での備えってことですよね。 

だから、本当に必要な方と住民で対応できる方と、どうやって振り分けていくか、そのた

めのチェックをするチェックリストをづくり、ガイドラインを策定しましょうっていうとこ

ろですね。 

だから、その内容についてはまた今後でも、大丈夫ですかね。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

住民に支援を移すとなっても、そのゲートキーパーもしかりですけれども、軽度者であっ

ても全住民じゃない。先ほどグラデーションがあるとおっしゃってくださったように、こち

らとしても、基本住民で見てもらうのだけども、まずはその課題感を抽出してもらう作業

は、専門職の方が見てもらえるような仕組みづくりやっていきたいと思っています。 

そこから、理学療法士や栄養士さんが、その人に対してのアドバイスをまず短期的にでき

るみたいなことも事業化をしていかなくてはいけないかなと認識しています。 

そこのお金をどうつけるかっていうところも合わせて考えなくてはいけないなとは思って

いるので、今こうしたいですって青写真を描いてはいないのですけれども、そういうような

形では考えています。 

 

【川井委員】 

チェックリストがうまくできてくれば、専門職の人たちが少し抜けていきながら、包括が

端的に時間内にできるようになっていくっていう仕組みです。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

そうですね。もしくは、チェックリストを使って、どの専門職にこの人はつなげなくては

いけないかっていうのがまずわかるみたいなもの、それもあるかもしれない。 
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【山本委員】 

適ケアですよ。 

 

【川井委員】 

地域版の。 

 

【露木部会長】 

ありがとうございます。とりあえず１番はここまでとして。これって３番とも関わるので

すよね。新たな仕組み、ゲートキーパーの設置というとこで、ゲートキーパーは包括にお願

いしたいと思うのですけど。 

だから、あとは包括の業務整理をどうするかっていうことを地域包括ケア推進部会で話す

のですかね。役割としてはそうですよね。 

 

【事務局：高齢介護課長】 

地域包括支援センターの役割、負担軽減の方はもう１つの部会の方で話し合うことになっ

ていまして、そこの中でどういった意見が出るかによって、考えていきたいと思います。 

 

【露木部会長】 

そうですね。そこはちょっと、検討していただくようにお願いをしてもらえればと思いま

す。セルケアプランの話をしていきたいと思うんですけど、この３番、新たな仕組みの２番

のセルフケアプランの導入なんですけど、こちらに関して山本さんからどうですか。給付管

理ができないと。 

 

【山本委員】 

市役所が基幹形の包括に、セルフプラン用に手を上げればいいのではないかな。ちょっと

小さい声で言ってみました。 

 

【川井委員】 

お金かけられそうですか。そこ。 

 

【露木部会長】 

市もあれですよね、忙しくてできないみたいな感じですよね。となれば、例えばセルフケ

アプランを包括が管理するみたいなのじゃダメですか。 

 

【山本委員】 

あとは、居宅のケアマネがここはちょっと腰を上げる。 

 

【露木部会長】 
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となると報酬が人数制限にも引っかかってくるのではないですか。 

 

【山本委員】 

今ほぼ引っかからないと思います。みんながちょっとずつ歩み寄らなきゃいけないなって

いう時に、包括支援センターの人たちと居宅のケアマネはお互いに協力関係にあるっていう

ところをもう１回捉え直すということと、ケアプランＢ・Ｃっていうところをうまく活用し

ていけば、金額が低くても労力も少なくて済むので、これを包括さんだけに任せるのではな

く、居宅の方と、これ今回予防の話ですけど、支援ですけど、介護の方のプランでも私はで

きる人っているのではないかなって思っているので、話を飛躍しちゃいますけど。居宅のケ

アマネの教育、誰がいいのでしょうか。 

 

【露木部会長】 

そしたら、とりあえず市はできませんっていうところで、その上で、「包括にお願いをす

る」ことと「居宅ケアマネにお願いをする」ということでいければと。 

それもセルフプランなので、今山本さんおっしゃったように、労力が少ないっていうとこ

ろを御理解いただき、だから、できるんだったらそのままケアプランは同じで、御家族とか

御本人が言ったとおりで、ケアマネとか包括がこれでいいよってやっていけばいいわけです

よね。 

だから、そこをどうお願いしていくのか。居宅に関しては、ＯＨＭＹさん全面的に御協力

いただけるので。 

 

【事務局：介護給付係長】 

今のセルフケアプランの議論ですが。私の方で分からなくなってしまったことがありまし

て、主に意図するところは、地域包括支援センターの負担軽減というところが大きなところ

であったのであろうかと思っているのです。 

そこが現実的には、要支援の人はセルフケアプランに総合事業が絡んでいると非常に難し

さが出てくるといったところで、要支援の人は難しい。とした時に、要介護の方をセルフケ

アプランに流す、セルフケアプランを要介護の人にも浸透させていく、これの狙うところ、

目指すところ、そのメリットっていうところが整理できていなくて、その辺りを教えていた

だけますか。 

 

【川井委員】 

要介護１・２が今後総合事業になった時の準備も含めてじゃないですか。要介護３以上は

やはり尺度的には専門職が見るようになってきて。 

 

【露木部会長】 

でも、要介護３・４・５だってセルフプランでいけるよね。主には要介護２以下という

方々がこういう方が多くなれば、包括の負担軽減にはつながりますからね。 
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３・４・５の方に対してもセルフケアプランの推奨っていうのはしていってもいいのでは

ないかという。 

 

【事務局：介護給付係長】 

今の制度の延長線上で総合事業が要介護１・２まで行った時には、その人たちも総合事業

を使っている、ヘルパー・デイを使っていると、おそらくセルフケアプランが給付管理上で

きませんとなりそうな気がするのです。 

そうすると、総合事業が広がった時には結局セルフプランができない人が増えるという話

で、要介護の人にやっていくところのメリットは何でしょう。 

 

【山本委員】 

今まで無料だったケアプランが有料になった時に、「払うの嫌だよ。だって福祉用具を借

りてるだけじゃん。それでなんで 1月 2500円も払うの。」って言われることは出てくるだろ

うなと思った時の準備を保険者としてしておくことは悪いことではない。 

介護現場のあり方検討部会というところからは少しずれる話かもしれないけど、ただ、そ

の時にも現場の協力は必要で、うんと。 

多分、ケアマネがというよりは、事業所さんが 1番困ると思うのですよ、私は。だから、

事業所さんがどういう風にこのセルフプランっていうものを受け取っていくかっていう準

備。利用者減っちゃいます。有料だったら３割負担の人って１月 5,000円ですよね。 

払わないという選択をする人が出てくるんのではないかなって思うんですけど、それは逆

にいかがですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

そうですね、今国で話が出ているケアラの有料化を見据えた動き、それから、保険給付費

の低減という目線としての施策のために、行政・保険者の方でセルフケアプランができるだ

けのツールを用意しておくということは、意味合いとしておっしゃられるところは非常によ

く理解をしました。 

 

【山本委員】 

あとは包括の負担軽減。包括の負担軽減の支援ってことですよね。ただ、総合事業にセル

フプランが想定されていないっていうところでもストーンという感じがあるので。あまりそ

このところでも、市役所さんが基幹をやらないのであれば、もうなかったこと。 

 

【事務局：介護給付係長】 

承知しました。すいません。 

 

【露木部会長】 

セルフケアプランに関しては、ぜひ、事業所に対する集団指導みたいな、説明会をしてい
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ただけるといいですよね。アフターフォローとか、引き続きの支援、サポートも必要になる

かと思います。 

 

【山本委員】 

予防の考え方が取り入れられた時に、事業所が二次アセスメントをするんだという風に私

たちは教わりました。 

だからケアマネジメント費用は安いですと、あなたたちの頭と労力を使わなくて事業者に

やってもらうんだから安くするのですよって私、説明受けたんですけど、そこが、でも、二

次アセスメントっていうのが土壌として育っているかっていうと、あんまり。できている事

業者もあります。予防になってからすごく、毎月毎月の報告をとっても、細かくデータを取

ってくれるところも出てきているし、いやいや、何も変わらないよっていうところもあるの

で、そこはちょっと育ててく観点で、予防の観点でも大事なことなので、もう１回注文し直

してもいいかなと。 

 

【露木部課長】 

ありがとうございます。では、（２）の３に関してはここまでにしたいと思います。 

２に関しては、地域住民の役割ということで、サービスＡとサービスＢを拡大する、受け

皿を作っていくっていうことですよね。 

で要支援者の訪問型サービスは原則住民主体型サービスへ移行し、対応が難しいケースを

専門職が担うということで、検討事項ですかね。 

スケジュールは、矢印の出ていた資料が１つと、あとは、専門職外移行に向けた見直し事

項っていうのがあるのですけど、これ、実際は、その住民に持っていこうって言ったって、

受け皿がないと難しいじゃないですか。だから、そこを早急に作らなくてはいけないですよ

ね。となると、先ほどお願いをしたボランティア団体の一覧とか、あとは住民への啓発、今

あなたたちがやっていることはサービスＢに値しますよ、という伝え方もしていった方がい

いかなと思うのですね。そうすればそこには給付が降りてきますし。とにかく受け皿をどう

やって急いでたくさん作っていくのかっていうところをこれから検討していく必要があるか

なと思います。 

今日はそこまでにさせていただければと思います。 

あとはこのスケジュール、御覧いただいて。よろしいですかね。令和９年から第 10期が

始まる。第９期は移行までの猶予期間ですよね。発表はするけど、令和 10年からスタート

します。そのための整える期間ということで、受け皿を作るには令和８年・９年の２年ある

よっていう理解かと思います。 

令和９年にいきなりドンっていうのは無理なので、１年遅れてっていうところでのご理解

をいただければと思いますが、いかがですかね。 

先行都市への視察」ってありますけど、これ、市役所の方が視察に行くんですね。 

 

【事務局：介護給付係長】 
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はい、そういうイメージです。 

 

【露木部会長】 

それって我々関係なく行くのですか。我々行きたいわけではないですが、どこに行くのか

っていうことも、伺っておいた方がいいのかな、と思ったんです。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

まだどこということではないのですけれども、見直し事項の方に書かせていただいている

ように、サービスＡの委託の実施検討と書かせていただいているのですけれども、今まで、

指定事業所が基準緩和型サービスをやっていたところが、例えばお掃除のヘルパーのところ

はダスキンの会社に委託で頼んで入れるように、そうすると、介護のシステムを持っていな

くても参入できるというようなことが昨年度から緩和されている状態です。 

この辺に取り組んでいる自治体があれば、現場に行くのか Zoom等でヒアリングしていく

のかわからないのですけれども、話は聞いていきたいなというようなことで書かせていただ

いています。 

 

【露木部会長】 

多分この会議体とかでも共有していただけると思うので、また教えてください。 

事務局にお伺いしたいのですけど、この２番のところ、介護認定軽度者の専門職外移行に

向けた見直し事項、ここに関して、方向性をここで共有した方がいいっていうようなことは

ありますか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

事務局としてここで御説明しておきたいのが、訪問型、通所型とある中で言うと、訪問型

の方が、今現場の人手不足が切迫していますので、こちらの方を特に優先的にやっていきた

いと思っていますというところの合意形成ですね。 

あとは、やっていく中身として、こんなような目線でやっていきたいと思っていますって

いうのを、今申し上げた「委託の実施検討」であるとか、「既存団体の担い手育成支援」で

すとか、リスト化されていますので、この中で見落としている、こういうこともやらないと

いけないのではないのというものがあれば、御意見をいただければと思います。 

 

【露木部会長】 

そこに関しては、別添で資料もいただいて、事前に御覧になっていただいているならいい

のですけど、その場で確認するのはちょっと大変だとは思うんですけど、サービスＡ、サー

ビスＢなどのサービス内容と、別添４だと、事業を行っている事業所の一覧があるんですけ

ども、ちなみに訪問型のサービスとなると、別添４の頭のところですね、ここに、国基準っ

ていうのは通常のですけど、基準緩和っていうところ、あとその次めくったところに住民主

体型っていうところで表現されています。少ないってことですもんね。 
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通所型がその後あるのですけども、基準緩和型が９個ありまして、あと住民主体は４事業

所届け出があるけど、実質１つしか動いていないっていう状態になっています。 

 伺いたいのですけど、例えば訪問型サービスはなぜ少ないのですかね。 

 

【川井委員】 

やる人がいないです。外国人の訪問ずっと渋っていたのですけど、ようやくこのタイミン

グができるようになりました。 

 

【事務局：介護給付係長】 

この総合事業を始まった当初は事業所さんが新しく立ち上がったりもしていたのですけれ

ども、市の建付け、国基準でも基準緩和でも住民主体でも、好きなものを使ってくださいと

いうやり方ですと、皆さん、正直言いまして、基準緩和、住民主体の方を選ぶインセンティ

ブがない。１割負担であると費用負担もほとんど変わらない中で、プロにやってもらいます

か、地域の方にお願いしますかっていうと、プロにやってもらう方が安心というところか

と。 

あるいは、これまでもそうしてきたからこれからもそうだというところが、その基準緩

和、住民主体の供給量を増やすことを阻害してきているのかなと思います。 

ですから、これからは市の方で、もうあなたたちは基本的に基準緩和、住民主体を使って

もらうのですよと。そうすると、お客さんは一定流れる仕組みになりますから、そうして需

要を強制的に作り出す。 

それに対して供給を併せて作っていければ、需要と供給をマッチして回していけるのかな

と思っています。 

 

【露木部会長】 

市がそういう風にやるのか、包括がやるのか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

基本的には市がその原則の考え方を決めます、ルールを決めます。包括がそのルールに従

って運用していっていただいて、サービスの選択の差配をしていっていただくということに

なろうかと思います。 

 

【露木部会長】 

わかりました。事業所で、届け出はしてあるけど実績ゼロっていうのは、これは依頼がな

いからゼロですか。それとも、ほとんど動いてないのでしょうか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

まず訪問型サービスですが、基準緩和が、事業所の数だけは 29とあるのですけれども、

これは実は市の方で一時期、基準緩和の充実のために、各事業所が断らない限りは基準緩和
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の指定もセットでつけますよということをやったのです。ただ、結果的にはあまり身を結ば

ずというのがこの訪問型の方になります。 

 

 【露木部会長】 

なるほど。住民主体型の訪問型サービス、４つありますけど、２つは実績があるけど２つ

はゼロっていうのは、こっちは。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

実質休止状態です。コロナ禍まではいくつか動きがあったとは思うのですけれども、そこ

以降で休止状態です。 

 

【露木部会長】 

同じく通所型の住民主体のところも４つあるけど、３つがゼロはここも休止と。 

 

【川井委員】 

休止は半年って決まりがなかったのですか。それは設けてないですか。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

設けていなかったはずです。一応年度ごとに確認はするのですけど、とりあえずまだ休む

と。 

 

【露木部会長】 

市が大きく舵を切っていただければ、多分こっちにぐっと触れるのでしょうね。でもいろ

いろまた苦情なりいろいろ出てくる恐れがありますよね。 

 

【川井委員】 

単位違うのですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

国基準の７掛け、８掛けぐらいです。 

 

【山本委員】 

どっちかというと、住民主体の方をどんどん増やしていきたいって話だから、事業者たち

は逆に、この今名簿の中でももうやめるよって言ってきたところもあるし、もう予防やめま

すって、そうだよねって思うので、住民主体型を増やしていかざるを得なくて、これだけ今

動いてない現状をどうやって動かしていくのかってすごい労力が必要だよなっていうの思っ

てるのですけど、その辺のアイデアというか、具体の案が今あるんですか。 
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【事務局：介護給付係長】 

実は個々の方で言うと、ボランティアマインドが高い方が非常に多くいらっしゃるんで

す。 

ですから、緩和した基準によるサービスや住民主体による支援について研修会をやると、

一時期は、非常に多くの方に参加していただいたのです。 

ただ、当時は、認知症サポーターの話と通ずるところがあるかもしれませんけど、その先

がない。つまり、自分たちで団体を作ってもお客が流れてこないし、あとは、そもそも自分

たちで団体を作るって非常にハードル高いですよね。 

やりたい気持ちはあって、誰かがやっているところに参加するんだったらいいけれども、

自分たちで作るってハードルが高いというところはあるんだろうなと。 

そうすると、その辺りの目線で主としてパッケージを作る、あるいは核となる団体を見つ

けてくる、そういうようなところが、この資料に載せているような話の目線になってくるの

かなと思っています。 

 

【山本委員】 

なんとなく目星が立っているのですか。ここに頼んだらなんか動いてくれそうだなってい

うような。 

 

【事務局：介護給付係長】 

話をしたい団体はいろいろあります。 

 

【露木部会長】 

生み出していかないといけないので、ちょっとかなり大変だとは思いますけど。 

では、すいません、（２）は以上にしていきたいと思います。 

続きまして、（３）、事務局、説明お願いします。 

 

【事務局：介護給付係長】 

ここからは、御報告としてお聞きいただければと思います。 

 （３）介護現場の生産性向上にかかる市の取り組みの検討ということで、前回の、ＩＣ

Ｔ、ＤＸの導入ということで、ケアプラン作成にＡＩの活用という御提言をいただきまし

た。 

この辺りについての取り組みを考えていってはどうかというところで、今、近隣の他保険

者だとどういったような取り組みしているのかを調べてみましたので、その報告です。 

横浜市は、今年度ＡＩケアプランの試行的活用による業務効率化の検証事業を行っており

ました。 

横浜市が委託したＡＩケアプランを持っている事業者が、ＡＩケアプランを使いたい事業

所を募集し、手を挙げたら無料で使えるものです。その代わりヒアリングやアンケートに協

力するというものです。 
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横浜市は 700万円程の事業規模ですが、全額市の持ち出し、つまり国県の補助事業ではな

い形でやっています。 

県では介護ロボットＩＣＴ導入支援事業費補助金という補助メニューを持っていますの

で、県の担当に、活用できないか聞いてみたのですけれども、現状無理です、という話をも

らってしまいました。 

一方で、介護現場革新会議っていう会議がありまして、小田原ですと私と潤生園の井口施

設長が委員になっているんですけど、県から言われたのが、その会議の中で、補助金のメニ

ューを作るというのも、会議の審議事項の中にあるから、そういったことはできるかもしれ

ませんとは言われました。 

そんなところも含めて、効果や課題について検討を進めたいと思います。 

いろいろな事業者さんに聞いてみたら、もうすでに使っている事業者さんは使っていて、

アセスメントさえきちんと入っていれば、支援の中で見落としがあるところをかなり教えて

くれるということも聞いたりはしています。 

引き続き検討という形で考えています。 

 

【露木部会長】 

ありがとうございます。これ、ＤＸはどういう感じで考えているのですか。 

その他の形として、例えば情報の流通とか、市だけでできることではないと思いますけ

ど、事業所間の情報連携とか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

今ここの中ではＡＩケアプランだけです。 

一方で、国の方の今後の制度改正の漏れ聞く情報ですと、ケアプランデータ連携システム

が標準機能としてこれから入っていくような考えがあるとも聞いてますので、その辺は国の

動向を見守っていくのかと思っています。 

 

【露木部会長】 

（３）は説明ということでよろしいですかね。では、続いて（４）に関してお願いしま

す。 

 

【事務局：介護給付係長】 

はい。（４）自立支援、重度化防止に向けた取り組みのあり方ということで、前回、川崎

市がやっております自立支援、重度化防止の独自のインセンティブの事業をご紹介させてい

ただきました。 

これについて、前回、特段ご異論もいただきませんでしたので、こちらについては、その

効果であるとか、課題、小田原市でやるんだったらこういうやり方がいいだろう、なんてい

うものについて、引き続き検討を進めたいと思っております。 
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【露木部会長】 

ありがとうございます。必要に応じてこの議題に挙げていただくということですかね。 

では、以上になりますが、皆様からその他御意見ありますか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

では、事務局から２点、事務連絡させていただきます。 

まず、この部会の会議録につきましては、事務局が作成いたしました後、委員の皆様にご

確認いただいた上で、市のホームページで公開をさせていただきます。 

すでに１回目のものについては公開をしております。 

また、本日いただきました意見を取りまとめまして、次回は部会ではなくて、小田原市高

齢者福祉・介護保険事業推進委員会で報告をさせていただきたいと思っております。 

推進委員会の日程ですが、11月 13日（木）午前 9時 30分からを予定しておりますの

で、改めてご予定をお願いいたします。 

事務局からは以上です。 

 

【露木部会長】 

はい、ありがとうございます。地域包括ケア推進部会はいつになるのですか。 

 

【事務局：介護給付係長】 

次回は 10月 15日です。 

 

【露木部会長】 

今日お伝えした２点は議題にあげていただけるのですか。包括支援センターへのお願いご

とや、役割みたいなもの。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

包括支援センターへのお願いごとみたいなところまでは議論が進まないと思っています。 

 

【露木部会長】 

もう１個の方の部会で、地域包括支援センターの役割を議論するということでいいんです

よね。 

 

【事務局：地域包括支援係員】 

仰いでいく形にはなるかとは思うのですけれども、今回の部会のところで言うと、どうい

った方々が、専門職にきちんと見てもらう必要があるのかっていうところでいただいた認知

症だったり循環器系の疾患があるような方とかいったところも踏まえ、地域でどういう方々

が受け入れられるのかいうことだったり、あとは、そもそも地域の人材の掘り起こしという

ところで、既存のボランティア団体を掘り下げていくことで、今の地縁組織の負担軽減にも
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つながるのではないかといった部分、あとはもう１つ、今後、市民に対してお金をかけない

ためと、自分のためっていうところで、予防についてきちんと打ち込んでいくっていったよ

うなところはお伝えをさせていただきたいなと、現時点では考えております。 

 

【露木部会長】 

この会議で話したこともいくつか、また次のところっていうことでお願いできればと思い

ますので。 

何か他にありますか。よろしいですか。 

では本日の議事は全て終了いたしました。 

円滑な議事進行にご協力を賜り、ありがとうございました。 

以上もって本日の部会を閉会といたします。お疲れ様でした。 


